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調査

【要旨】

１．高知県の夏の風物詩「よさこい祭り」は第70回目を迎え、本番には157チーム、約14,000人の

踊り子が参加した。「よさこい祭り」は全国200カ所以上の地に広がり、それぞれ地域の祭りと

して定着している他、フランスやベトナムなど、世界各地で楽しまれている。

２．新型コロナウイルス感染症の影響により、４年振りの通常開催となった「よさこい祭り」の経

済波及効果は79億1,816万円、直接効果に対する経済波及効果は約1.50倍となった。

３．経済波及効果により生じる粗付加価値誘発額は43億7,263万円。粗付加価値誘発額のＧＤＰ押

し上げ効果は、令和２年度（2020年度）実質県民総生産比で0.192％となる。

４．所得誘発額は23億3,599万円となり、1,035人の就業者誘発効果があった。

５．税収効果（高知県内）は、２億7,520万円（うち、県税１億1,908万円、市町村税１億5,612万円）

となった。

６．直接消費支出（主催者・踊り子チームなどの支出）として７億7,784万円が投じられ、79億

1,816万円の生産額を誘発。視点を変えれば約10.2倍の事業効果があったとみることも出来る。

高知県において最も重要な観光資源の一つであるとともに、南国土佐を象徴する祭りと言え

る。

よさこい大賞 とらっくよさこい（ちふれ）



はじめに
本家・高知の「よさこい祭り」は、2023年に第70回の節目を迎え、本番には157チーム、踊り子約
14,000人が参加した。
本報告書は、南国土佐の夏の一大イベントである「よさこい祭り」によって、高知県経済にもたらさ
れる経済波及効果を調査・把握し、高知県観光振興の一助を担うことを目的とする。

１．「よさこい祭り」の歴史
「よさこい祭り」は、全国的な不況の中、第二次世界大戦後の荒廃した市民生活が落ち着きを見せ始
めた昭和29年（1954年）８月に、不況を吹き飛ばし、市民の健康と繁栄を祈願するとともに、夏枯れの
商店街振興を促すため、高知商工会議所が中心となり始まった。
きっかけは、昭和28年（1953年）徳島県の阿波おどりを観た高知商工会議所の有志たちが、「阿波お
どりの300年の歴史に負けない永続発展していく市民の祭りを作ろう！」と奮起して始めたものと言わ
れている。
また、よさこい鳴子踊りの原曲と踊りは、昭和25年（1950年）高知市で開催された「南国高知産業大
博覧会」において作られたと伝えられている。鳴子踊りの振り付けは日本舞踊の五流派の師匠らに依頼
し、作詞作曲は高知市在住の作曲家武政英策氏が手掛けた。この武政英策氏が、「阿波おどりの素手に
対して、こちらは鳴子を手に持とう」と提案したものが、現在まで「よさこい鳴子踊り」として受け継
がれている。
「第１回よさこい祭り」は、合成酒のただ呑み大会や高知県内の伝統芸能と競演する形で開催され、
21団体750人の参加により披露された。
その後、昭和58年（1883年）の第30回には、踊り子人数が10,000人を突破し、平成25年（2013年）の
第60回では、過去最多の214チーム、約20,000人の踊り子が高知市内16会場で個性あふれる競演を繰り
広げた。
本家・高知の「よさこい祭り」は、北海道札幌市の「YOSAKOI ソーラン祭り」をはじめ、その地
域の郷土色を打ち出した祭りとして、全国200カ所以上で定着している。



15

2023年「第70回よさこい祭り」経済波及効果は79億円

四銀経営情報 2024.１



２．「第70回よさこい祭り」概要
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図表－１ 開催スケジュール

図表－２ 競演場・演舞場 地図
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図表－３ 「よさこい祭り」の基本ルール

図表－４ 「よさこい祭り」審査基準
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図表－５ 「よさこい祭り」本祭・全国大会受賞チーム一覧

【金賞受賞チーム】

十人十彩

旭食品

ほにや
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【銀賞受賞チーム】

ＤＤよさこいチーム

濱長 花神楽

ＴＡＣＹＯＮ

【海外からの参加チーム】

フランスよさこい連盟 ヌイチュックさくらよさこい（ベトナム）



３．経済波及効果の測定の前提と方法
（１）「2015年（平成27年）高知県産業連関表」をもとに、高知県（産業振興部統計分析課）が作成し

た「県経済波及効果簡易分析ツール（イベント開催用）」を用いて、経済波及効果（生産誘発額）
の推計を行った。
従って、2016年以降の産業構造の変化や物価動向については勘案していない。

（２）消費需要の算定については、関係各機関にヒアリング、アンケート調査を行った。よさこい期間
中の観光客数とその属性（性別、年齢、居住地など）、消費額、消費構成などについては、資料
が揃わないものもあり、一部は一定の推計により算出した。

（３）直接の消費需要により必要とされる消費財の一部のものについては、高知県外からの移輸入に
よって賄われるものとし、その他のものは自給可能とした。

４．経済波及効果について
イベントが開催されると、それに伴った様々な需要が発生し、地域全体に経済的な影響を及ぼす。た
とえば、「よさこい祭り」のチームが新しくできると、鳴子、衣装、振り付けなどの需要が発生するだ
けでなく、川上の産業である繊維産業、木工業などへの需要が発生する。また、地方車の運転、踊り子
輸送には、運輸業が活躍することになり、ガソリンなどの燃料の売上も増加する。こうした経済波及効
果（図表－６）は、主に３つに大別される。

（１）直接効果
直接効果とは、当初需要により生じる最初の生産増加額を指す。具体的には、下記のような総消費支
出額（直接需要額）のうち、県内で調達できるものについて生じる効果となる。調達できない一部の需
要については県外から移輸入してくることになり、県内での生産活動には結びつかないため、経済波及
効果の分析上では除外する。

（２）間接１次波及効果
間接１次波及効果とは、直接効果によって生産が増加した産業で必要となる原材料など（財やサービ
ス）を満たすために、新たに発生する県内生産の誘発効果を指す。例えば、地方車100台分の需要が増
加した場合、直接効果としては地方車100台分の金額となるが、組み立て時に使用する材料（木材・釘
など）が波及的に生産される。このうち、県内で波及的に生産された部品や材料などの総額が間接第1
波及効果となる。
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【イベント主催者が直接支出する経費】
パンフレット作成のための印刷・編集費、会場設営費用、レセプション費用、スタッフのための
飲食費・交通費、アルバイトなどの臨時雇用費用など。
【来場客（観光客）が個人的に支出する消費】
宿泊費、飲食費、買い物費、会場までの交通費、観光・レジャー費など。



（３）間接２次波及効果
直接効果、並びに間接１次波及効果により就業者所得が増加すると、一定の割合で消費支出に回され
るため、県内の各産業で更なる生産が誘発される。この経済波及効果を間接２次波及効果という。
なお、直接効果、間接１次波及効果によって生じる付加価値は、就業者所得のほかに企業利益に相当
する営業余剰がある。就業者所得に対する消費の比率（消費性向）はある程度安定的であるが、営業余
剰に対する企業の支出（設備投資など）は安定的でないことから、間接２次波及効果の計算に当たって
は、一般的に営業余剰は対象外とする。

「よさこい祭り」における「県内外観光客の消費支出」、「出場チームが支出する経費、及びよさこい
祭振興会や公益社団法人高知市観光協会、各競演場、演舞場が支出する直接経費」を推計した結果、県
内消費額は52億95百万円となった。
内訳は、観光客による県内消費額が48億17百万円、主催者・各競演場や演舞場・出場チームなどの県
内直接支出（経費支出）額は４億78百万円となった。
移輸入額（県外消費）は16億45百万円となり、直接消費支出額全体のうち約24％が、高知県外からの
移輸入で賄われたことになる（図表－７）。
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図表－６ 「第70回よさこい祭り」経済波及効果推計の流れ

５．直接消費支出額は、69億3,972万円
（内、県内需要額52億9,491万円、移輸入額16億4,480万円）

図表－７ 直接消費・直接支出額内訳



（１）観光客による消費61億62百万円（内県外観光客40億24百万円、県内観光客21億38百万円）
①交通費
期間中に利用された各交通機関の運賃や、高速道路の通行料、観光客からのアンケート結果などを踏
まえ推計した結果、13億６百万円（内、県外観光客８億54百万円、県内客４億52百万円）となった。
②宿泊費
観光客や出場チームからのアンケート結果を踏まえ、期間中の宿泊者数や宿泊単価を推計した結果、
５億82百万円（内、県外宿泊客３億76百万円、県内宿泊客２億６百万円）となった。
③飲食費、土産代
観光客からのアンケートや、高知県「県外観光客入込・動態調査報告書」などを踏まえ、期間中の飲
食費、並びに土産代などの買い物代を推計した結果、飲食費は25億64百万円（内、県外観光客16億76百
万円、県内観光客８億88百万円）、土産代などの買い物代は11億50百万円（内、県外観光客７億52百万円、
県内観光客３億98百万円）となった。
④その他の消費（桟敷席、観光施設への入館料など）
観光客からのアンケート結果などを踏まえ、期間中のその他の消費（桟敷席や有料観覧席のチケット
代、観光施設への入館料など）を推計した結果、５億60百万円（内、県外観光客３億66百万円、県内観
光客１億94百万円）となった。

（２）「第70回よさこい祭り」による直接支出 ７億78百万円
①出場チームの支出
出場チームへのアンケート結果を踏まえ、地方車や衣装代、貸切バスなどの交通費、踊り子用の飲食
費や宿泊費などで６億22百万円と推計した。
②イベント主催者の直接支出
よさこい祭振興会、各競演場・演舞場、公益社団法人高知市観光協会（高知市納涼花火大会）など、
イベント主催者側の直接支出（会場運営費やスタッフ人件費、警備費など）を推計した結果、１億56百
万円となった。
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（１）経済波及効果
「第70回よさこい祭り」における経済波及効果（総合効果）は、前回調査「第64回よさこい祭り（2017
年）」の96億27百万円より17億８百万円減少し、79億18百万円となった。その内訳をみると、直接効果
（「よさこい祭り」による高知県内消費・支出額）52億95百万円、間接１次波及効果17億27百万円、間接
２次波及効果８億96百万円となった（図表－８、９）。
総合効果（生産誘発総額）79億18百万円は、「第70回よさこい祭り」の直接効果に対し、約1.50倍と
なった。また視点を変えれば、主催者・競演場・演舞場・出場チームなどの直接消費支出７億78百万円
が投じられたことにより、約10.2倍の事業効果があったとみることもできる。
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６．経済波及効果は79億1,816万円
（直接効果に対し1.50倍）

図表－８ 「第70回よさこい祭り」の経済波及効果



（２）粗付加価値額誘発額 43億7,263万円、本県実質ＧＤＰの押し上げ効果0.192％
先述の経済波及効果（生産誘発額）が、新たな投資や消費によって各産業がどれほどの生産を喚起す
るかを表しているのに対し、この粗付加価値誘発額は、各産業が呼び起こす付加価値の大きさを表して
いる。経済波及効果により生じる粗付加価値誘発額は、43億7,263万円（直接効果28億1,026万円、間接
１次波及効果９億7,857万円、間接２次波及効果５億8,381万円）となった。これは、令和２年（2020年）
度県内総生産（実質）２兆2,819億円に当てはめれば、0.192％の押し上げ効果があったことになる（図
表－10）。
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図表－10 経済波及効果と県内総生産に占めるＧＤＰ押し上げ効果

図表－９ 経済波及効果フローチャート



（３）所得誘発額23億36百万円により1,035人の就業誘発効果
粗付加価値額のうち、雇用者や個人事業主などに分配される所得誘発額は23億36百万円となる。この
所得誘発額が、それぞれの産業の雇用創出にも影響を及ぼす。
平成27年（2015年）高知県産業連関表（取引基本表、投入係数表、雇用表）を基に算出された就業係
数を用いて、就業者誘発数を推計すると、1,035人の就業機会を創出したことになる。
なお、部門別に就業誘発効果を見ると、対個人サービス（640人）、商業（145人）、対事業所サービス

（72人）、運輸・郵便（59人）、耕種農業（29人）の順となった（図表－11）。
※就業者＝有給役員＋常用雇用者＋臨時・日雇＋家族従業者＋個人事業主
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図表－11 部門別生産誘発額、及び就業誘発効果



（４）税収効果 ２億7,520万円（県税１億1,908万円、市町村税１億5,612万円）
「第70回よさこい祭り」開催によってもたらされた税収効果について、高知県全体で得られる効果を
推計した結果、高知県税として１億1,908万円、高知県内の市町村税として１億5,612万円、計２億
7,520万円となった（図表－12）。
なお、通常税額は税法上の定めにより、所得額に税率を乗じて計算されるが、所得額による税率の違
いや控除などがあるため、ここでは税収係数を用いた方法にて推計している。

（５）部門別の経済波及効果
経済波及効果を40部門別に推計すると、以下のようになる（図表－13,14）。
最も生産誘発総額が大きかった部門は対個人サービス（宿泊業、飲食サービス、洗濯、理容・美容、
娯楽サービス業など）38億10百万円となり、次いで運輸・郵便９億47百万円、商業（卸売、百貨店・スー
パー・コンビニなどの小売）７億86百万円、対事業所サービス（広告、物品賃貸業、警備業、労働者派
遣サービスなど）６億37百万円と続いている。
また、直接効果を除いた間接波及効果（１次＋２次）について部門別にみると、商業（４億56百万円）
が最も大きくなり、次いで対事業所サービス（３億24百万円）、不動産（２億99百万円）、運輸・郵便（２
億63百万円）、情報通信（１億74百万円）となった。なお、生産誘発総額が最も大きかった対個人サー
ビスは１億57百万円となり、直接効果に比べて間接効果が少ない（＝県内の経済循環が小さい）ことが
分かる。
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図表－12 税収効果内訳
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図表－13 「第70回よさこい祭り」の部門別経済波及効果
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図表－14 「第70回よさこい祭り」の部門別経済波及効果（図表－13をグラフ化）

(百万円)
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図表－15 「第70回よさこい祭り」の部門別移輸入額



（６）部門別の移輸入額
今回の経済波及効果の推計結果のうち、移輸入額の合計は34億24百万円と推計された。その内訳とな
る産業40部門別を見ると、最も移輸入額が大きくなった部門は飲食料品（８億71百万円）となり、次い
で運輸・郵便（５億48百万円）、石油・石炭製品（４億74百万円）、対事業所サービス（３億68百万円）、
商業（２億42百万円）と続いた（図表－15,16）。
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図表－16 「第70回よさこい祭り」の部門別移輸入額（図表－15をグラフ化）



７．経済波及効果の主な上昇要因
「よさこい祭り」をはじめ、観光消費による経済波及効果をさらに大きくしていくためには、以下の
ようにその上昇要因を細分化し、それぞれについて方策を考えていくことが必要になる（図表－17）。

①宿泊単価を上げる
高知県下の旅館やホテルで構成される「高知県旅館ホテル生活衛生同業組合」によれば、2023年８月
の延べ宿泊人数はコロナ禍前の2019年８月比で97.8％となった。お盆前後の台風の影響で予約キャンセ
ルが相次いだにも関わらず、ＮＨＫ連続テレビ小説「らんまん」の効果もありコロナ禍前の水準まで回
復した一方、人手不足により宿泊者の受入を制限したり、食事付プランの予約を休止したりと、機会損
失も発生していた。今後人手不足を解消し、食事付プランをはじめとした宿泊単価の高いプランでの受
入を増やすことで、宿泊単価を上げることが必要となる。仮に平均宿泊単価が１割増加した場合、経済
波及効果として87百万円の増加が期待できる。
②宿泊日数を増加させる
宿泊単価を増加させると同時に、もう１泊してもらうような取り組みも必要となる。仮に宿泊者の平
均宿泊日数が１割増加した場合、経済波及効果として１億89百万円の増加が期待できる。
③観光客の滞在期間中消費額を増やす
日帰り・宿泊に関わらず、観光客が滞在期間中に如何に消費をしてもらうかも重要となる。魅力的な
食事や土産の開発、観光地の魅力向上はもちろん、決済手段の提供（クレジットカード、電子決済）や
荷物預り・発送サービスなどにより、買い物によるストレスを軽減することが必要と言える。仮に観光
客の滞在期間中消費額が1割増加した場合、経済波及効果として６億33百万円の増加が期待できる。
④県内自給率を高める
「平成27年高知県産業連関表」のうち、業種別の県内自給率を見ると、土木・建築といった域内市場を
中心とした産業は県内自給率が1.0となり、県外から財・サービスの移輸入は不要であるため、経済波及効
果が相対的に大きくなる。一方、車のガソリン消費などを含む石油・石炭製品や、鉄鋼・非鉄金属などに
ついては、その原料を域外から移輸入せざるを得ないため、経済波及効果が相対的に小さくなる。
全ての財・サービスを県内で賄うことは不可能かつ非効率ではあるが、出来る限り県内自給率を高め
ることで、経済循環が起こりやすくなり、経済波及効果が大きくなる。仮に高知県下全ての産業におい
て、県内自給率が１割上昇すると、経済波及効果として４億66百万円の増加が期待できる。

以上
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図表－17 経済波及効果の主な上昇要因


